
【表紙】 

【提出書類】 半期報告書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成18年11月20日

【中間会計期間】 第64期中(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日)

【会社名】 相鉄ローゼン株式会社

【英訳名】 SOTETSU ROSEN Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  春 日 徹 夫

【本店の所在の場所】 横浜市西区北幸二丁目９番14号

【電話番号】 横浜(045)319－7080

【事務連絡者氏名】 経理部統括マネージャー  佐 藤 一 夫 

【最寄りの連絡場所】 横浜市西区北幸二丁目９番14号

【電話番号】 横浜(045)319－7080

【事務連絡者氏名】 経理部統括マネージャー  佐 藤 一 夫 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 (注) １ 売上高には、営業収入を含んでおり、又、消費税等は含まれておりません。 

２ 第62期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失を計上しているため記載

しておりません。 

３ 第63期中間期、第63期及び第64期中間期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

    ４ 純資産の算定にあたり、第64期中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計 

      基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

      第8号）を適用しております。 

  

回次 第62期中 第63期中 第64期中 第62期 第63期 

会計期間 

自 平成16年 
３月１日 

至 平成16年 
８月31日 

自 平成17年 
３月１日 

至 平成17年 
８月31日 

自 平成18年 
３月１日 

至 平成18年 
８月31日 

自 平成16年 
３月１日 

至 平成17年 
２月28日 

自 平成17年 
３月１日 

至 平成18年 
２月28日 

売上高 (百万円) 49,610 48,610 46,454 99,418 95,975 

経常利益 (百万円) 286 260 393 426 611 

中間(当期)純利益 

又は当期純損失(△) 
(百万円) 86 65 113 △1,287 232 

純資産額 (百万円) 13,177 11,779 11,744 11,738 11,417 

総資産額 (百万円) 48,345 48,386 46,327 49,210 46,967 

１株当たり純資産額 (円) 460.11 411.36 399.51 409.91 398.77 

１株当たり中間(当期) 

純利益又は当期純損失 

(△) 

(円) 3.02 2.29 3.95 △44.96 8.10 

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期) 

純利益 

(円) 2.98 ─ ― ─ ― 

自己資本比率 (％) 27.3 24.4 24.7 23.8 24.3 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 804 1,997 1,887 △1,551 1,966 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △223 △390 △151 △1,989 △365 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △789 △794 △1,437 3,194 △1,628 

現金及び現金同等物 

の中間期末(期末)残高 
(百万円) 5,090 5,766 5,225 4,954 4,926 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者数〕 
(名) 

1,291 

〔2,139〕

1,114 

〔2,150〕

1,036 

〔2,070〕

1,161 

〔2,151〕

1,069 

〔2,223〕



(2）提出会社の経営指標等 

 (注) １ 売上高には、営業収入を含んでおり、又、消費税等は含まれておりません。 

２ 第62期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失を計上しているため記載

しておりません。 

３ 第63期中間期、第63期及び第64期中間期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

    ４ 純資産の算定にあたり、第64期中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計 

      基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

      第8号）を適用しております。 

  

回次 第62期中 第63期中 第64期中 第62期 第63期 

会計期間 

自 平成16年 
３月１日 

至 平成16年 
８月31日 

自 平成17年 
３月１日 

至 平成17年 
８月31日 

自 平成18年 
３月１日 

至 平成18年 
８月31日 

自 平成16年 
３月１日 

至 平成17年 
２月28日 

自 平成17年 
３月１日 

至 平成18年 
２月28日 

売上高 (百万円) 48,904 47,987 45,733 98,109 94,676 

経常利益 (百万円) 271 215 358 354 465 

中間(当期)純利益又は 

当期純損失(△) 
(百万円) 76 35 97 △1,294 137 

資本金 (百万円) 5,310 5,310 5,310 5,310 5,310 

発行済株式総数 (千株) 28,689 28,689 28,689 28,689 28,689 

純資産額 (百万円) 12,971 11,548 11,127 11,537 11,120 

総資産額 (百万円) 46,556 46,689 44,454 47,760 45,443 

１株当たり純資産額 (円) 452.93 403.32 388.68 402.88 388.39 

１株当たり中間(当期) 

純利益又は当期純損失 

(△) 

(円) 2.68 1.25 3.42 △45.19 4.81 

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期) 

純利益 

(円) 2.67 ─ ― ─ ― 

１株当たり配当額 (円) 2.50 2.50 2.50 5.00 5.00 

自己資本比率 (％) 27.9 24.7 25.0 24.2 24.5 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者数〕 
(名) 

872 

〔1,434〕

720 

〔1,520〕

675 

〔1,434〕

756 

〔1,448〕

695 

〔1,524〕



２ 【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。 

  又、主要な関係会社における異動もありません。 

３ 【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４ 【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 (注) １ 従業員は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。

又、臨時従業員とは、パートタイマー及びアルバイトであります。 

(2）提出会社の状況 

 (注) １ 従業員は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。又、

臨時従業員とは、パートタイマー及びアルバイトであります。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係については、特に記載すべき事項はありません。 

  平成18年８月31日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

食料品他小売業 781〔 1,927〕 

その他の事業 11〔    85〕 

管理部門 244〔    58〕 

合計 1,036〔 2,070〕 

  平成18年８月31日現在 

従業員数(名) 675〔 1,434〕 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景に、設備投資の増加と雇用環境

の良化、個人消費の緩やかな増加により、景気は回復基調で推移いたしました。一方において原油価

格の高騰や金利の動向等不安定な要因も抱えております。スーパーマーケット業界におきましては、

天候不順による影響や新規出店の増加による競争激化により、厳しい状況が続きました。 

  このような状況の中で、当社グループは新第一次中期経営計画にもとづく構造改革として、不採算

店舗の閉鎖、コスト削減活動の推進、新人事制度の導入等、経営体質の強化に取り組みました。営業

面では既存店の活性化と活発な販売活動を実施し、業績の向上に努めましたが、競争激化や不採算店

舗の閉鎖により、当中間連結会計期間の売上高（営業収入を含む）は464億５千４百万円（前年同期

比4.4％減）となりました。利益面におきましては、売上総利益率の良化と人件費等販管費の圧縮に

努めた結果、営業利益は５億４千７百万円（前年同期比55.6％増）、経常利益は３億９千３百万円

（前年同期比51.1％増）、中間純利益は１億１千３百万円（前年同期比72.4％増）となりました。 

  セグメント別の営業概況は次のとおりであります。 

  なお31～32ページの「セグメント情報」に記載のとおり、当中間連結会計期間より営業費用の各セ

グメントへの帰属の状況をより明らかにするため、営業費用の配分方法の変更を行なっております。

以下のセグメント別営業利益の前年同期との比較に関する記載は、変更後の配分金額との比較になっ

ております。 

  

〔食料品他小売業〕 

  スーパーマーケット業 

  営業力の強化を図るために既存店活性化を４店舗で実施し、うち１店舗は営業時間の延長を行いま

した。販売促進の強化としては、ＦＳＰウェルカムカードメンバー様60万名突破感謝祭等を実施いた

しました。商品別には、青果部門は地場野菜の強化や相場高により、総菜部門は店舗規模別・時間帯

別品揃えの強化により順調に推移しましたが、加工食品部門の米、日配食品部門の牛乳、卵が苦戦い

たしました。又、天候不順により各部門季節商品の販売に影響がありました。なお、本年６月に不採

算店舗の宮下店（神奈川県相模原市）を閉鎖いたしました。 

  引き続く商品単価の下落、競合店の出店、店舗の閉鎖等の影響により、売上高は441億２千７百万

円（前年同期比3.4％減）となりました。 

  専門店業 

  前年に３店舗の閉鎖と３店舗の新設を行い、各店舗の差別化を図りましたが、店舗面積の縮小によ

り、売上高は10億３千万円（前年同期比27.2％減）となりました。 

  食料品他小売業はこの結果、売上高（営業収入を含む）は451億５千８百万円（前年同期比4.2％

減）となりましたが、売上総利益率の良化と販管費の削減及び不採算店舗の閉鎖により、営業利益は

５億８百万円（前年同期比56.3％増）となりました。 

  

〔その他の事業〕 

  映画館業は「ナルニア国物語」「ダ・ヴィンチ・コード」等の話題作があり、109シネマズＭＭ横

浜（当社20％出資）は好調に推移しましたが、５月に不採算事業所である相鉄ムービル内の映画館５

館（横浜市西区）を閉鎖いたしました。飲食店業は店舗改装と企画販売の実施効果があり、不動産賃

貸業はスーパーマーケット業の不採算店舗の見直し等により新規テナントの増加が寄与しました。広

告業はクライアント企業の広告費削減の影響が大きく、宝くじ等販売代理業は競合激化と宝くじ販売

の不振の影響を受けました。この結果、売上高（営業収入を含む）は12億９千６百万円（前年同期比

13.0％減）となりましたが、映画館業の不採算事業所の閉鎖により、営業利益は２千９百万円（前年

同期比102.0%増）となりました。 



(2）キャッシュ・フローの状況 

  当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

 「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、税金等調整前中間純利益３億円に加え、減価償却費５

億２千６百万円、仕入債務の増加３億２百万円、未収入金の減少に伴う資金回収２億５千２百万円、

たな卸資産の減少に伴う資金回収１億４千９百万円等により18億８千７百万円となり、前年同期に比

べ１億９百万円減少しました。 

 「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、差入保証金・敷金返還による収入４億７千万円等があ

りましたが、有形・無形固定資産の取得による支出１億８千９百万円、投資有価証券の取得による支

出１億７千万円、その他投資の増加１億２千１百万円等により１億５千１百万円の流出となり、前年

同期に比べ２億３千９百万円支出が減少しました。 

 「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、長期借入金の返済による支出12億３千万円、利息及び

配当金の支払額１億５千２百万円等により14億３千７百万円の流出となり、前年同期に比べ６億４千

３百万円支出が増加しました。 

  以上の結果、当中間期における連結ベースの現金及び現金同等物の中間期末残高は、前年同期に比

べ５億４千１百万円減少し、52億２千５百万円となりました。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。 

 (注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間の取引は消去しております。 

(2）仕入実績 

 当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。 

 (注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間の取引は消去しております。 

  

３ 【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)の事業上及び財務上の対

処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

４ 【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

５ 【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

食料品他小売業 45,158 △4.2 

スーパーマーケット業 44,127 △3.4 

専門店業 1,030 △27.2 

その他の事業 1,296 △13.0 

合計 46,454 △4.4 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

食料品他小売業 38,042 15.7 

スーパーマーケット業 37,425 16.7 

専門店業 616 △24.1 

その他の事業 453 △21.1 

合計 38,495 15.0 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備計画の変更 

 該当事項はありません。 

(2）重要な設備計画の完了 

 前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次の

とおりであります。 

 (注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）重要な設備の新設、除却等 

 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 
投資額 
(百万円) 

完了年月 

提出会社  
 モザイク港北店 

(横浜市都筑区) 
食料品等小売業  店舗の改修  56  平成18年3月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

② 【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 64,000,000 

計 64,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年８月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成18年11月20日) 

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 28,689,170 28,689,170 
東京証券取引所 

市場第一部 
― 

計 28,689,170 28,689,170 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金増減額 

（百万円） 

資本金残高 

（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成18年８月31日 ― 28,689 ― 5,310 ― 1,327 

  平成18年８月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％) 

相模鉄道㈱ 横浜市西区北幸１－３－23 15,215 53.03 

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 750 2.61 

㈱横浜銀行 横浜市西区みなとみらい３－１－１ 750 2.61 

横浜信用金庫 横浜市中区尾上町２－16－１ 427 1.48 

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内１－６－６ 283 0.98 

㈱榎本武平商店 東京都江東区新大橋２－５－２ 276 0.96 

三井住友海上火災保険㈱ 東京都中央区新川２－27－２ 250 0.87 

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１－２－１ 250 0.87 

第一生命保険（相） 東京都千代田区有楽町１－13－１ 225 0.78 

相鉄ローゼン持株会 横浜市西区北幸２－９－14 205 0.71 

計 ― 18,631 64.94 



(5）【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 (注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が882株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 (注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３ 【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありま

せん。 

  平成18年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 

普通株式    58,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式28,508,000 28,508 ― 

単元未満株式 普通株式   123,170 ― ― 

発行済株式総数 28,689,170 ― ― 

総株主の議決権 ― 28,508 ― 

  平成18年８月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
(株) 

他人名義 
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 
株式数の割合(％) 

（自己保有株式） 

相鉄ローゼン(株) 

横浜市西区北幸 

２－９－14 
58,000 ─ 58,000 0.2 

計 ─ 58,000 ─ 58,000 0.2 

月別 平成18年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高(円) 560 569 551 519 510 525 

最低(円) 529 538 498 470 477 485 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平

成11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 なお、前中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は改正前の中間連結

財務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は改

正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年

大蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は改正前の中間財務諸表

等規則に基づき、当中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は改正後の中間

財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年３月１日から平

成17年８月31日まで）及び当中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）の中

間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）及び当中間会

計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人に

より中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区   分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     4,014 3,909   3,825 

２ グループ預け金 ※１   2,102 1,590   1,336 

３ 受取手形及び 
売掛金 

    994 977   960 

４ たな卸資産     2,317 2,208   2,358 

５ 繰延税金資産     199 190   228 

６ その他     1,853 1,713   2,060 

貸倒引当金     △0 △0   △0 

流動資産合計     11,481 23.7 10,589 22.9   10,767 22.9

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1）建物及び 
構築物 

※２ 7,949   7,311 7,603   

(2）土地   9,090   9,053 9,090   

(3）その他 ※２ 2,194 19,234 1,969 18,335 1,989 18,682 

２ 無形固定資産     356 294   321 

３ 投資その他の 
資産 

          

(1）投資有価証券 ※３ 925   1,476 1,339   

(2）繰延税金資産   3,598   3,337 3,375   

(3）長期差入 
保証金 

  7,916   7,305 7,590   

(4）敷金   3,787   3,760 3,793   

(5）その他   1,088   1,267 1,099   

貸倒引当金   △2 17,314 △39 17,107 △2 17,195 

固定資産合計     36,905 76.3 35,737 77.1   36,200 77.1

資産合計     48,386 100.0 46,327 100.0   46,967 100.0 

            
 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区   分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金     5,004 4,793   4,490 

２ 短期借入金     6,850 1,750   6,800 

３ 一年内返済 
長期借入金 

    1,841 1,670   2,086 

４ 未払法人税等     107 138   179 

５ 賞与引当金     374 346   343 

６ その他 
※３ 
※４ 

  3,130 2,867   2,559 

流動負債合計     17,308 35.8 11,565 24.9   16,458 35.0

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金     11,357 14,707   10,521 

２ 再評価に係る繰
延税金負債 

    226 759   774 

３ 退職給付引当金     6,923 6,924   6,927 

４ 役員退職慰労 
引当金 

    168 187   186 

５ その他     409 438   407 

固定負債合計     19,085 39.4 23,017 49.7   18,817 40.1

負債合計     36,394 75.2 34,582 74.6   35,276 75.1

（少数株主持分）           

少数株主持分     213 0.4 ― ―   273 0.6

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     5,310 11.0 ― ―   5,310 11.3

Ⅱ 資本剰余金     4,510 9.3 ― ―   4,510 9.6

Ⅲ 利益剰余金     1,492 3.1 ― ―   1,587 3.4

Ⅳ 土地再評価差額金     330 0.7 ― ―   △217 △0.5

Ⅴ その他有価証券 
評価差額金 

    168 0.4 ― ―   260 0.6

Ⅵ 自己株式     △32 △0.1 ― ―   △33 △0.1

資本合計     11,779 24.4 ― ―   11,417 24.3

負債、少数株主
持分及び資本 
合計 

    48,386 100.0 ― ―   46,967 100.0 

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区   分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                   

１ 資本金    ―   ―   5,310 11.5    ―  ―  

２ 資本剰余金    ―  ―   4,510 9.7   ―  ―  

３ 利益剰余金    ―  ―   1,650 3.6   ―  ―  

４ 自己株式    ―  ―   △34 △0.1   ―  ―  

株主資本合計    ―  ―   11,436 24.7   ―  ―  

Ⅱ 評価・換算差額等    ―  ―         ―  ―  

１ その他有価証券 
 評価差額金 

   ―  ―   240 0.5   ―  ―  

２  土地再評価 
 差額金 

   ―  ―   △239 △0.5   ―  ―  

評価・換算差額等 
合計 

   ―  ―   1 0.0   ―  ―  

Ⅲ 少数株主持分    ―   ―   306 0.7   ―  ―  

純資産合計    ―  ―   11,744 25.4    ―  ―  

負債純資産合計    ―  ―   46,327 100.0   ―  ―  

           



② 【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区   分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

            

Ⅰ 売上高     46,827 100.0   44,693 100.0   92,409 100.0 

Ⅱ 売上原価     33,578 71.7   32,016 71.6   66,328 71.8 

売上総利益     13,249 28.3   12,676 28.4   26,080 28.2 

Ⅲ 営業収入 ※１   1,782 3.8   1,761 3.9   3,566 3.9 

営業総利益     15,031 32.1   14,437 32.3   29,646 32.1 

Ⅳ 販売費及び 
一般管理費 

※２   14,679 31.3   13,890 31.1   28,825 31.2 

営業利益     351 0.8   547 1.2   820 0.9 

Ⅴ 営業外収益                     

１ 受取利息   14     17     27     

２ 受取配当金   6     10     7     

３ 受取保険金   15     0     24     

４ 受取業務受託料   ―     ―     5     

５ 雑収入   24 61 0.1 27 55 0.1 31 98 0.1 

Ⅵ 営業外費用                     

１ 支払利息   143     121     279     

２ 貸倒引当金 
繰入額 

  ―     37     ―     

３ シンジケートロ
ーン手数料 

  ―     23     ―     

４ 雑支出   8 152 0.3 28 209 0.4 27 307 0.3 

経常利益     260 0.6   393 0.9   611 0.7 

Ⅶ 特別利益                     

１ 投資有価証券 
  売却益 

  ─ ─ ─ ― ― ― 123 123 0.1 

Ⅷ 特別損失                     

１ 固定資産除却損 ※３ 119     29     178     

２ 固定資産売却損 ※４ ─     23     ―     

３ 減損損失 ※５ 31     37     59     

４ 関係会社整理損 ※６ 3     ―     3     

５ 投資有価証券 
売却損 

  1     ―     1     

６ その他の特別 
損失 

  10 167 0.4 2 93 0.2 10 253 0.3 

            
 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区   分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

税金等調整前中
間（当期）純利
益 

    93 0.2   300 0.7   481 0.5 

法人税、住民税
及び事業税 

  38     76     69     

法人税等調整額   8 47 0.1 73 150 0.3 140 209 0.2 

少数株主利益又
は少数株主損失
(△) 

    △19 △0.0   36 0.1   40 0.0 

中間（当期） 
純利益 

    65 0.1   113 0.3   232 0.3 

            



③ 【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区    分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   4,510 4,510 

Ⅱ 資本剰余金増加高   ― ― 

Ⅲ 資本剰余金減少高   ─ 0 0 

  １ 自己株式処分差損   ― ─ 0 0 

Ⅳ 資本剰余金中間期末（期末）残高   4,510 4,510 

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   1,498 1,498 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間（当期）純利益   65 65 232 232 

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金   71 71 143 143 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高   1,492 1,587 

      



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

 当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日）  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年２月28日残高（百万円） 5,310 4,510 1,587 △33 11,374 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（百万円）     △71   △71 

土地再評価差額金取崩額 

（百万円） 
    21   21 

中間純利益（百万円）     113   113 

自己株式の取得（百万円）       △2 △2 

自己株式の処分（百万円）   △0   0 0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 

（百万円） 

        ― 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
― △0 63 △1 61 

平成18年８月31日残高（百万円） 5,310 4,510 1,650 △34 11,436 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等

合計 

平成18年２月28日残高（百万円） 260 △217 43 273 11,691 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（百万円）         △71 

土地再評価差額金取崩額 

（百万円） 
        21 

中間純利益（百万円）         113 

自己株式の取得（百万円）         △2 

自己株式の処分（百万円）         0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 

（百万円） 

△20 △21 △41 32 △8 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△20 △21 △41 32 52 

平成18年８月31日残高（百万円） 240 △239 1 306 11,744 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

区    分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間(当期)純利益   93 300 481

減価償却費   601 526 1,131

減損損失   31 37 59

退職給付引当金の増減額   △115 △3 △111

役員退職慰労引当金の増減額   3 0 21

賞与引当金の増減額   10 3 △21

受取利息及び受取配当金   △21 △28 △35

支払利息   143 121 279

投資有価証券の売却損益   1 ― △121

有形固定資産の除売却損   102 58 191

関係会社整理損   3 ― 3

売上債権の増減額   △25 △17 9

たな卸資産の増減額   384 149 343

仕入債務の増減額   56 302 △458

未払消費税等の増減額   △8 △27 15

預り保証金・敷金の増減額   31 32 28

未収入金の増減額   503 252 253

未払金の増減額   △18 2 △118

預り金の増減額   286 264 △7

貸倒引当金の増減額   ─ 37 0

その他   △75 △91 15

小計   1,992 1,921 1,961

法人税等の支払額   4 △34 4

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  1,997 1,887 1,966

 



    
前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

区    分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

利息及び配当金の受取額   8 15 10

定期預金の預入による支出    ― △50 ―

定期預金の払戻による収入    ― 10 115

投資有価証券の取得による支出   ─ △170 △380

投資有価証券の売却による収入   8 ― 256

有形固定資産の取得による支出   △869 △182 △1,134

有形固定資産の売却による収入   ─ 5 0

有形固定資産の除却による支出   △25 △25 △32

無形固定資産の取得による支出   ─ △6 ―

差入保証金・敷金差入による支出   △145 △30 △214

差入保証金・敷金返還による収入   635 470 1,032

その他投資の増減額   0 △185 △17

その他   △2 ― 0

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △390 △151 △365

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

利息の支払額   △127 △80 △249

短期借入金の純増減額    ― △5,050 △50

長期借入による収入   ─ 5,000 ―

長期借入金の返済による支出   △593 △1,230 △1,184

配当金の支払額   △71 △71 △143

少数株主に対する配当金の支払額    ― △3 ―

その他   △1 △1 △2

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △794 △1,437 △1,628

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

  ─ ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   812 299 △28

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   4,954 4,926 4,954

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高 

  5,766 5,225 4,926

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項    目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１ 連結の範囲に関する
事項 

子会社は、全て連結してお
ります。 
子会社は、相鉄フードサー
ビス㈱、㈱相商、㈱相販、
㈱葉山ボンジュール及び相
栄フーズ㈱の５社でありま
す。 
なお、相鉄ドラッグ㈱は、
清算結了したことにより連
結の範囲から除外しており
ます。 

子会社は、全て連結してお
ります。 
子会社は、相鉄フードサー
ビス㈱、㈱相商、㈱相販、
㈱葉山ボンジュール及び相
栄フーズ㈱の５社でありま
す。 
  

子会社は、全て連結してお
ります。 
子会社は、相鉄フードサー
ビス㈱、㈱相商、㈱相販、
㈱葉山ボンジュール及び相
栄フーズ㈱の５社でありま
す。 
なお、相鉄ドラッグ㈱は、
清算結了したことにより連
結の範囲から除外しており
ます。 

２ 連結子会社の(中間)
決算日等に関する事
項 

連結子会社のうち相鉄フー
ドサービス㈱、㈱相商、㈱
相販及び㈱葉山ボンジュー
ルの中間決算日は７月31日
であり、中間連結財務諸表
の作成にあたっては、同日
現在の中間財務諸表を使用
しております。 
なお、相栄フーズ㈱の中間
決算日は、中間連結決算日
と一致しております。 

 同左 
  

 連結子会社のうち相鉄フ
ードサービス㈱、㈱相商、
㈱相販及び㈱葉山ボンジュ
ールの決算日は１月31日で
あり、連結財務諸表の作成
にあたっては、同日現在の
財務諸表を使用しておりま
す。 
なお、相栄フーズ㈱の決算
日は、連結決算日と一致し
ております。 

３ 会計処理基準に関す
る事項 

(1）重要な資産の評価基準
及び評価方法 
たな卸資産 
商品については、主
に売価還元法に基づ
く原価法 

(1）重要な資産の評価基準
及び評価方法 
たな卸資産 

同左 

(1）重要な資産の評価基準
及び評価方法 
たな卸資産 

同左 

 有価証券 
満期保有目的の債券 
償却原価法 

有価証券 
満期保有目的の債券 

同左 

有価証券 
満期保有目的の債券 

同左 
 その他有価証券 

時価のあるもの 
中間決算末日の
市場価格等に基
づく時価法（評
価差額は全部資
本直入法により
処理し、売却原
価は移動平均法
により算定） 

その他有価証券 
時価のあるもの 

     中間決算末日の 
     市場価格等に基 
     づく時価法（評 
     価差額は全部純 
     資産直入法によ 
     り処理し、売却 
     原価は移動平均 
     法により算定） 

その他有価証券 
時価のあるもの 
決算末日の市場
価格等に基づく
時価法（評価差
額は全部資本直
入法により処理
し、売却原価は
移動平均法によ
り算定） 

 時価のないもの 
移動平均法によ
る原価法 

時価のないもの 
同左 

時価のないもの 
同左 

 (2）重要な減価償却資産の
減価償却の方法 
有形固定資産 
主に定額法 
なお、耐用年数及び
残存価額について
は、主に法人税法に
規定する方法と同一
の基準によっており
ます。 
又、取得価額が10万
円以上20万円未満の
減価償却資産につい
ては、３年間で均等
償却をしておりま
す。 

(2）重要な減価償却資産の
減価償却の方法 
有形固定資産 
  同左 
  
  

(2）重要な減価償却資産の
減価償却の方法 
有形固定資産 

同左 

 



項    目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 無形固定資産 
定額法 
なお、耐用年数につ
いては、法人税法に
規定する方法と同一
の基準によっており
ます。 
ただし、無形固定資
産のうち自社利用の
ソフトウェアについ
ては、社内における
利用可能期間(５年)
に基づく定額法によ
っております。 

無形固定資産 
同左 

無形固定資産 
同左 

 (3）重要な引当金の計上基
準 
貸倒引当金 
債権の貸倒れによる
損失に備えるため、
一般債権については
貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定
の債権については個
別に回収可能性を検
討し、回収不能見込
額を計上しておりま
す。 

(3）重要な引当金の計上基
準 
貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基
準 
貸倒引当金 

同左 

 賞与引当金 
従業員の賞与支給に
充てるため、支給見
込額のうち当中間連
結会計期間に対応す
る額を計上しており
ます。 

賞与引当金 
同左 

賞与引当金 
従業員の賞与支給に
充てるため、支給見
込額のうち当連結会
計年度に対応する額
を計上しておりす。 

 退職給付引当金 
従業員の退職給付に
備えるため、当連結
会計年度末における
退職給付債務及び年
金資産の見込額に基
づき、当中間連結会
計期間末において発
生していると認めら
れる額を計上してお
ります。 
数理計算上の差異に
ついては、その発生
時の従業員の平均残
存勤務期間（15年）
による定額法によ
り、発生の翌連結会
計年度から費用処理
をすることとしてお
ります。 

退職給付引当金 
  同左 
  

退職給付引当金 
従業員の退職給付に
備えるため、当連結
会計年度末における
退職給付債務及び年
金資産の見込額に基
づき、当連結会計年
度末において発生し
ていると認められる
額を計上しておりま
す。 
数理計算上の差異に
ついては、その発生
時の従業員の平均残
存勤務期間（15年）
による定額法によ
り、発生の翌連結会
計年度から費用処理
をすることとしてお
ります。 
  

 



項    目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 役員退職慰労引当金 
当社及び一部の連結
子会社は、役員の退
職慰労金支給に充て
るため、内規に基づ
く要支給額を計上し
ております。 

役員退職慰労引当金 
   当社及び一部の連結 
   子会社は、役員の退 
   職慰労金支給に充て 
   るため内規に基づく 
   要支給額を計上して 
   おります。 
   なお、当社は平成18 
   年5月の定時株主総 
   会をもって退職慰労 
   金制度を廃止し、こ 
   れまでの在任期間に 
   応じた役員退職慰労 
   金の贈呈を決議いた 
   しました。 
   当中間連結会計期間 
   末における役員退職 
   慰労引当金残高は、 
   当該決議以前から在 
   任している役員に対 
   する支給見込額であ 
   ります。      

役員退職慰労引当金 
   連結財務諸表提出会 
   社及び一部の子会社 
   は、役員の退職慰労 
    金支給に充てるた 
   め、内規に基づく要 
   支給額を計上してお 
    ります。 

   
  

  
  

  
  

 (4）重要なリース取引の処
理方法 
 リース物件の所有権 
 が借主に移転すると 
 認められるもの以外 
 のファイナンス・リ 
 ース取引について 
 は、通常の賃貸借取 
 引に係る方法に準じ 
 た会計処理によって 
 おります。 

(4）重要なリース取引の処
理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処
理方法 

同左 

 (5）その他中間連結財務諸
表作成のための基本と
なる重要な事項 
消費税等の会計処理 
 消費税及び地方消費 
 税の会計処理は、税 
 抜方式によっており 
 ます。 

(5）その他中間連結財務諸
表作成のための基本と
なる重要な事項 
消費税等の会計処理 

同左 

(5）その他連結財務諸表作
成のための基本となる
重要な事項 
消費税等の会計処理 

同左 

４ 中間連結キャッシ
ュ・フロー計算書
(連結キャッシュ・
フロー計算書)にお
ける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロ
ー計算書における資金(現
金及び現金同等物)は、手
許現金、随時引き出し可能
な預金及び容易に換金可能
であり、かつ、価値の変動
について僅少なリスクしか
負わない取得日から３ヶ月
以内に償還期限の到来する
短期投資からなっておりま
す。 

同左 連結キャッシュ・フロー計
算書における資金(現金及
び現金同等物)は、手許現
金、随時引き出し可能な預
金及び容易に換金可能であ
り、かつ、価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わ
ない取得日から３ヶ月以内
に償還期限の到来する短期
投資からなっております。 



会計方針の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

─────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間連結会計期間より「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

従来の資本の部に相当する金額は

11,437百万円であります。 

なお、中間連結財務諸表規則の改正

により、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、改正後の中間連結財務

諸表規則により作成しております。 

      ─────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年２月13

日 企業会計基準委員会 実務対応報

告第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割を販売費及び一般管

理費に41百万円計上しております。 

───────  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」(平成16年２月13日  

企業会計基準委員会 実務対応報告第

12号)に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割を販売費及び一般管理費

に82百万円計上しております。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

(中間連結損益計算書関係) 

前中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前連結会計年度末 
（平成18年２月28日） 

※１ グループ預け金 

親会社（相模鉄道㈱）を核と

した相鉄グループ内の資金を

一元化し、効率的に活用する

ことを目的として相鉄ビジネ

スサービス㈱（親会社の全額

出資会社）に対して預け入れ

た額であります。 

※１     同左 ※１     同左 

※２ 有形固定資産から控除した減

価償却累計額は21,770百万円

であります。 

※２ 有形固定資産から控除した減

価償却累計額は21,406百万円

であります。 

※２ 有形固定資産から控除した減

価償却累計額は21,800百万円

であります。 

※３ 担保資産 

(1）担保に供している資産 

※３ 担保資産 

(1）担保に供している資産 

※３ 担保資産 

(1）担保に供している資産 

投資有価証券 49百万円 投資有価証券 51百万円 投資有価証券 51百万円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

流動負債  

「その他」(預り金) 67百万円

流動負債  

「その他」(預り金) 66百万円

流動負債  

「その他」(預り金) 64百万円

(注) 「前払式証票の規制等に関

する法律」に基づき法務局

へ供託している資産に対応

するものであります。 

(注) 「前払式証票の規制等に関

する法律」に基づき法務局

へ供託している資産に対応

するものであります。 

(注) 「前払式証票の規制等に関

する法律」に基づき法務局

へ供託している資産に対応

するものであります。 

※４ 仮払消費税等と仮受消費税等

は相殺して流動負債の「その

他」に含めて表示しておりま

す。 

※４     同左 ※４     ─── 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１ 主なものは、当社向け物流セ

ンターの商品運搬手数料であ

ります。 

※１      同左 ※１      同左 

※２ 販売費及び一般管理費の主な

ものは、次のとおりでありま

す。 

※２ 販売費及び一般管理費の主な

ものは、次のとおりでありま

す。 

※２ 販売費及び一般管理費の主な

ものは、次のとおりでありま

す。 

従業員等給料

手当 
5,862百万円

賞与引当金

繰入額 
374百万円

役員退職慰労

引当金繰入額 
18百万円

退職給付費用 307百万円

水道光熱費 944百万円

委託費 1,583百万円

賃借料 2,371百万円

減価償却費 568百万円

従業員等給料

手当 
5,611百万円

賞与引当金

繰入額 
346百万円

役員退職慰労

引当金繰入額
11百万円

退職給付費用 261百万円

水道光熱費 906百万円

委託費 1,603百万円

賃借料 2,258百万円

減価償却費 522百万円

従業員等給料

手当 
11,979百万円

賞与引当金

繰入額 
343百万円

役員退職慰労

引当金繰入額 
36百万円

退職給付費用 571百万円

水道光熱費 1,890百万円

委託費 3,180百万円

賃借料 4,694百万円

減価償却費 1,122百万円

※３ 固定資産除却損の内訳は、次 

   のとおりであります。 

※３ 固定資産除却損の内訳は、次 

   のとおりであります。 

※３ 固定資産除却損の内訳は、次 

   のとおりであります。 

建物及び構築物 66百万円

その他 53百万円

合計 119百万円

建物及び構築物 0百万円

その他 29百万円

合計 29百万円

建物及び構築物 103百万円

その他 74百万円

合計 178百万円

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※４     ─── ※４ 固定資産売却損の内訳は、次

のとおりであります。 

 ※４     ─── 

 建物及び構築物 15百万円

その他 8百万円

合計 23百万円

 

※５ 減損損失 

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは、以下の

とおり減損損失を計上いたし

ました。 

※５ 減損損失 

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは、以下の

とおり減損損失を計上いたし

ました。 

※５ 減損損失 

当連結会計年度において、当

社グループは、以下のとおり

減損損失を計上いたしまし

た。 

(1）減損損失を認識した主な資産 

食料品他小売業で焼きたてパ

ンの製造販売をしている㈱葉

山ボンジュールの店舗建物等 

(1）減損損失を認識した主な資産 

南瀬谷店の土地建物等 

(1）減損損失を認識した主な資産 

相鉄ムービルの建物設備及び

㈱葉山ボンジュールの店舗建

物等 

(2）減損損失の認識に至った経緯 

営業損益が悪化し短期的な業

績回復が見込まれないことに

より、減損損失を認識してお

ります。 

(2）減損損失の認識に至った経緯 

営業損益が悪化し短期的な業

績回復が見込まれないことに

より、減損損失を認識してお

ります。 

(2）減損損失の認識に至った経緯 

資産又は資産グループが使用

されている事業の撤退が決定

したため、又、営業損益が悪

化し短期的な業績回復が見込

まれないことにより減損損失

を認識しております。 

(3）減損損失の金額 (3）減損損失の金額 (3）減損損失の金額 

建物及び構築

物 
14百万円

その他の有形

固定資産 
14百万円

無形固定資産 1百万円

合計 31百万円

土地 36百万円

建物及び構築

物 
1百万円

合計 37百万円

建物及び構築

物 
24百万円

その他の有形

固定資産 
32百万円

無形固定資産 2百万円

合計 59百万円

(4）資産のグルーピングの方法 

店舗及び事業所ごとなど、管

理会計上の区分に従いグルー

ピングしております。 

(4）資産のグルーピングの方法 

店舗及び事業所ごとなど、管

理会計上の区分に従いグルー

ピングしております。 

(4）資産のグルーピングの方法 

店舗及び事業所ごとなど、管

理会計上の区分に従いグルー

ピングしております。 

(5）回収可能価額の算定方法 

回収可能価額として使用価値

及び正味売却価額を適用して

おります。 

使用価値の算定に当たって

は、将来キャッシュ・フロー

を4.5％で割り引いて算定して

おります。 

又、正味売却価額の算定に当

たっては、固定資産税評価額

又は路線価に合理的な調整を

行って算出した金額を使用し

ております。 

(5）回収可能価額の算定方法 

回収可能価額として正味売却

価額を適用しております。 

正味売却価額の算定に当たっ

ては、固定資産税評価額又は

路線価に合理的な調整を行っ

て算出した金額を使用してお

ります。 

(5）回収可能価額の算定方法 

回収可能価額として使用価値

及び正味売却価額を適用して

おります。 

使用価値の算定に当たって

は、将来キャッシュ・フロー

を4.5％で割り引いて算定して

おります。 

又、正味売却価額の算定に当

たっては、固定資産税評価額

又は路線価に合理的な調整を

行って算出した金額を使用し

ております。 

※６ 関係会社整理損は、連結子会

社である相鉄ドラッグ㈱の清

算に伴うものであります。 

※６     ─── ※６ 関係会社整理損は、連結子会

社である相鉄ドラッグ㈱の清

算に伴うものであります。   



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

 (変動事由の概要) 

 増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

 減少は、単元株式の市場への処分によるものであります。 

  

 当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

1.発行済株式に関する事項 
 

 
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

普通株式 28,689 －  －  28,689 

 2.自己株式に関する事項  

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

普通株式 56 4 1 58 

 3.配当に関する事項 

(1)配当金支払額 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成18年５月25日 

定時株主総会 
普通株式 71 ２円50銭 平成18年２月28日 平成18年５月25日 

 (2)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

決議 株式の種類 配当金の原資 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成18年10月13日 

取締役会 
普通株式  利益剰余金 71 ２円50銭  平成18年８月31日 平成18年11月15日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

(リース取引関係) 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に記載されている科目

の金額との関係 

現金及び預金 4,014百万円

グループ預け金 2,102百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△350百万円

現金及び現金同等物 5,766百万円

現金及び預金 3,909百万円

グループ預け金 1,590百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△275百万円

現金及び現金同等物 5,225百万円

現金及び預金 3,825百万円

グループ預け金 1,336百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△235百万円

現金及び現金同等物 4,926百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  

取得価額 
相当額 

（百万円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

中間期
末残高 
相当額 
（百万円） 

機械装置 377 219 157 
車両運搬

具 
4 0 3 

工具器具 

備品 
577 281 295 

ソフトウ

ェア 
16 7 8 

合計 974 509 465 

  

取得価額
相当額 

（百万円）

減価償却
累計額 
相当額 
（百万円）

中間期
末残高 
相当額 

（百万円）

機械装置 397 191 206 
車両運搬

具 
4 2 1 

工具器具 

備品 
634 384 250 

ソフトウ

ェア 
11 5 5 

合計 1,048 584 464 

取得価額 
相当額 

（百万円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 

（百万円）

機械装置 419 221 197 
車両運搬

具 
4 1 2 

工具器具

備品 
650 339 310 

ソフトウ

ェア 
11 4 6 

合計 1,085 567 517 

なお、取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。 

なお、取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。 

なお、取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しており

ます。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 174百万円

１年超 291百万円

合計 465百万円

１年以内 182百万円

１年超 281百万円

合計 464百万円

１年以内 186百万円

１年超 330百万円

合計 517百万円

なお、未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

なお、未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

なお、未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 96百万円

減価償却費相当額 96百万円

支払リース料 100百万円

減価償却費相当額 100百万円

支払リース料 208百万円

減価償却費相当額 208百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年８月31日現在) 

１ 時価のある有価証券 

２ 時価評価されていない主な「有価証券」 

当中間連結会計期間末(平成18年８月31日現在) 

１ 時価のある有価証券 

区    分 
中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

時  価 
(百万円) 

差  額 
(百万円) 

(1） 満期保有目的の債券       

① 国債・地方債等 59 60 0 

② 社債 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

計 59 60 0 

区    分 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差  額 
(百万円) 

(2）その他有価証券       

① 株式 493 787 294 

② 債券       

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

③ その他 54 52 △2 

計 548 840 292 

  
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

(1）その他有価証券   

非上場株式 24 

区    分 
中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

時  価 
(百万円) 

差  額 
(百万円) 

(1） 満期保有目的の債券       

① 国債・地方債等 59 59 △0 

② 社債 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

計 59 59 △0 

区    分 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差  額 
(百万円) 

(2）その他有価証券       

① 株式 613 1,031 418 

② 債券       

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

③ その他 163 159 △3 

計 776 1,191 415 



２ 時価評価されていない主な「有価証券」 

前連結会計年度末(平成18年２月28日現在) 

１ 時価のある有価証券 

２ 時価評価されていない主な「有価証券」 

  
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

(1）満期保有目的の債券   

   非上場債券 200 

(2）その他有価証券   

非上場株式 24 

区    分 
連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

時  価 
(百万円) 

差  額 
(百万円) 

(1） 満期保有目的の債券       

① 国債・地方債等 59 59 △0 

② 社債 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

計 59 59 △0 

区    分 取得原価(百万円) 
連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差  額 
(百万円) 

(2）その他有価証券       

① 株式 550 1,001 451 

② 債券       

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

③ その他 54 53 △1 

計 605 1,054 449 

  
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

(1）満期保有目的の債券   

   非上場債券 200 

(2）その他有価証券    

非上場株式 24 



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年８月31日現在) 

 当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありませ

ん。 

当中間連結会計期間末(平成18年８月31日現在) 

 当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありませ

ん。 

前連結会計年度末(平成18年２月28日現在) 

 当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありませ

ん。 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

  
食料品他 
小売業 
(百万円) 

その他の事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連   結 
(百万円) 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 47,119 1,491 48,610 ─ 48,610 

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
0 46 46 (46) ─ 

計 47,119 1,537 48,656 (46) 48,610 

営業費用 46,852 1,464 48,317 (58) 48,258 

営業利益 266 73 339 12 351 

  
食料品他 
小売業 
(百万円) 

その他の事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連   結 
(百万円) 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 45,158 1,296 46,454 ― 46,454 

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
1 45 46 (46) ― 

計 45,159 1,341 46,501 (46) 46,454 

営業費用 44,651 1,312 45,963 (56) 45,907 

営業利益 508 29 537 9 547 

  
食料品他 
小売業 
(百万円) 

その他の事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連  結 
(百万円) 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 93,009 2,966 95,975 ― 95,975 

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
0 89 89 (89) ― 

計 93,009 3,055 96,064 (89) 95,975 

営業費用 92,373 2,892 95,266 (111) 95,154 

営業利益 635 162 798 22 820 



 (注) １ 事業区分の方法は、当会社グループが採用している売上集計区分によっております。 

２ 売上高には、営業収入を含んでおります。 

３ 食料品他小売業は、食料品を主に、衣料品、家庭用品等の販売を行うスーパーマーケット業、レディースフ

ァッションの販売を行う専門店業であります。 

４ その他の事業は、映画館業、飲食店業、広告業、不動産賃貸業、宝くじ等販売代理業であります。 

  

   (営業費用の配分方法の変更) 

     従来、営業費用のうち当社の一般管理費は、主に売上高に基づき各セグメントに配分しておりましたが、当中

     間連結会計期間において構造改革による事業体制の見直しを実施したことに伴い、当該費用の各セグメントへ

     の帰属の状況をより明確にするため、総資産等も加味した内部管理上用いている配分基準に基づき配分する方

     法に変更いたしました。 

     その結果、従来の方法と同一の方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間の食料品他小売業の営業利益は

     55百万円増加し、その他の事業の営業利益が同額減少しております。 

          なお、前中間連結会計期間のセグメント情報を、当中間連結会計期間の配分方法によった場合の事業の種類別

     セグメント情報は次のとおりであります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、連結会社は全て本国内

所在であり、重要な在外支店もありませんので記載事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、該当事項はありませ

ん。 

  前中間連結会計期間(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日)  

  
食料品他 
小売業 
(百万円) 

その他の事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連   結 
(百万円) 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 47,119 1,491 48,610 ─ 48,610 

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
0 46 46 (46) ─ 

計 47,119 1,537 48,656 (46) 48,610 

営業費用 46,793 1,523 48,317 (58) 48,258 

営業利益 325 14 339 12 351 



(１株当たり情報) 

 （注）算定上の基礎 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１株当たり純資産額 411円36銭

１株当たり中間純利益 ２円29銭

１株当たり純資産額 399円51銭

１株当たり中間純利益 ３円95銭

１株当たり純資産額 398円77銭

１株当たり当期純利益 ８円10銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在していないため、記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在していないため、記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在していないため、記載しておりま

せん。 

 １．１株当たり純資産額  

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

 中間連結貸借対照表の純資産の部の合計

額（百万円） 
―  11,744 ―  

 普通株式に係る純資産額（百万円） ―  11,437 ―  

 差額の主な内訳（百万円） 

少数株主持分 

 

 ― 

 

306 

 

 ― 

 普通株式の発行済株式数（千株） ―  28,689  ― 

 普通株式の自己株式数（千株） ―  58  ― 

 1株当たり純資産の算定に用いられた 

普通株式の数（千株） 
―  28,630  ― 

 ２．１株当たり中間（当期）純利益  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

（１株当たり中間（当期）純利益）       

中間連結損益計算書上の中間（当期） 

純利益（百万円） 
65 113 232 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
65 113 232 

普通株式の期中平均株式数（千株） 28,635 28,631 28,634 



(重要な後発事象) 

   該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年２月28日） 

区   分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１ 現金及び預金   2,843     2,666     2,830     

２ グループ預け
金 

※１ 2,102     1,590     1,336     

３ 売掛金   960     914     935     

４ たな卸資産   2,207     2,104     2,247     

５ その他   1,956     1,826     2,211     

貸倒引当金   △0     △0     △0     

流動資産合計     10,069 21.6   9,102 20.5   9,559 21.0 

Ⅱ 固定資産                     

１ 有形固定資産                     

(1）建物 ※２ 7,236     6,647     6,915     

(2）土地   8,837     8,800     8,837     

(3）その他 ※２ 2,730     2,450     2,499     

有形固定資産 
合計 

  18,803     17,897     18,252     

２ 無形固定資産   346     285     312     

３ 投資その他の 
資産 

                    

(1）投資有価証
券 

※３ 1,102     1,411     1,270     

(2）繰延税金資
産 

  3,564     3,216     3,315     

(3）長期差入 
保証金 

  7,884     7,274     7,558     

(4）敷金   3,778     3,751     3,783     

(5）その他   1,140     1,516     1,393     

貸倒引当金   △2     △2     △2     

投資その他の 
資産合計 

  17,468     17,168     17,319     

固定資産合計     36,619 78.4   35,351 79.5   35,884 79.0 

資産合計     46,689 100.0   44,454 100.0   45,443 100.0 

            
 



    
前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年２月28日） 

区   分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１ 買掛金   4,835     4,591     4,277     

２ 短期借入金   6,850     1,750     6,800     

３ 一年内返済 
長期借入金 

  1,833     1,664     2,079     

４ 未払法人税等   105     92     171     

５ 賞与引当金   270     239     235     

６ その他 
※３ 
※４ 

2,495     2,311     2,247     

流動負債合計     16,388 35.1   10,648 24.0   15,810 34.8 

Ⅱ 固定負債                     

１ 長期借入金   11,351     14,687     10,519     

２ 再評価に係る 
繰延税金負債 

  226     759     774     

３ 退職給付引当
金 

  6,611     6,622     6,645     

４ 役員退職慰労 
引当金 

  146     164     161     

５ 債務保証等損
失引当金 

  6     6     6     

６ その他   408     437     405     

固定負債合計     18,751 40.2   22,677 51.0   18,512 40.7 

負債合計     35,140 75.3   33,326 75.0   34,323 75.5 

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     5,310 11.4   ― ―   5,310 11.7 

Ⅱ 資本剰余金                     

１ 資本準備金   1,327     ―     1,327     

２ その他資本 
剰余金 

  3,182     ―     3,182     

資本剰余金 
合計 

    4,510 9.7   ― ―   4,510 10.0 

Ⅲ 利益剰余金                     

１ 任意積立金   1,080     ―     1,080     

２ 中間（当期）
未処分利益 

  180     ―     210     

利益剰余金 
合計 

    1,260 2.7   ― ―   1,290 2.8 

Ⅳ 土地再評価差額
金 

    330 0.7   ― ―   △217 △0.5 

Ⅴ その他有価証券 
評価差額金 

    170 0.3   ― ―   260 0.6 

Ⅵ 自己株式     △32 △0.1   ― ―   △33 △0.1 

資本合計     11,548 24.7   ― ―   11,120 24.5 

負債・資本合
計 

    46,689 100.0   ― ―   45,443 100.0 

            
 



    
前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年２月28日） 

区   分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）             

Ⅰ株主資本                  

１ 資本金    ― ―  5,310 12.0   ― ― 

２ 資本剰余金             

(1)資本準備金   ―   1,327   ―    

(2)その他資本 
剰余金 

  ―   3,182   ―    

資本剰余金合計    ―  ―  4,510 10.1   ― ― 

３ 利益剰余金             

(1)その他利益 
剰余金 

               

   別途積立金   ―   1,080   ―    

繰越利益 
剰余金 

  ―   258   ―    

利益剰余金合計    ― ―  1,338 3.0   ― ― 

４ 自己株式    ― ―  △34 △0.1   ― ― 

株主資本合計    ― ―  11,124 25.0   ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額等    ― ―        ―  ― 

１ その他有価証券 
評価差額金 

   ― ―  242 0.5   ― ― 

２ 土地再評価 
差額金 

   ― ―  △239 △0.5   ― ― 

評価・換算差額等
合計 

   ― ―  3 0.0   ― ― 

純資産合計    ― ―  11,127 25.0   ― ― 

負債純資産合計    ― ―  44,454 100.0   ― ― 

           



② 【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区   分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１   46,318 100.0 44,081 100.0   91,340 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２   35,290 76.2 33,604 76.2   69,688 76.3

売上総利益     11,027 23.8 10,477 23.8   21,651 23.7

Ⅲ 営業収入 ※３   1,669 3.6 1,651 3.7   3,336 3.7

営業総利益     12,696 27.4 12,129 27.5   24,988 27.4

Ⅳ 販売費及び 
一般管理費 

    12,402 26.8 11,661 26.4   24,331 26.7

営業利益     294 0.6 468 1.1   657 0.7

Ⅴ 営業外収益 ※４   72 0.2 62 0.1   114 0.1

Ⅵ 営業外費用 ※５   151 0.3 172 0.4   305 0.3

経常利益     215 0.5 358 0.8   465 0.5

Ⅶ 特別利益 ※６   ─ ─ ― ―   123 0.1

Ⅷ 特別損失 
※７ 
※８ 

  135 0.3 93 0.2   220 0.2

税引前中間
（当期）純利
益 

    79 0.2 265 0.6   368 0.4

法人税、住民
税及び事業税 

  36   30 62   

法人税等調整
額 

  7 43 0.1 136 167 0.4 168 230 0.2

中間（当期）
純利益 

    35 0.1 97 0.2   137 0.2

前期繰越利益     144 ─   144 

中間配当額     ─ ─   71 

中間（当期）
未処分利益 

    180 ─   210 

            



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年2月28日残高 

（百万円） 
5,310 1,327 3,182 4,510 1,080 210 1,290 △33 11,077 

中間会計期間中の変動額          

剰余金の配当（百万円）           △71 △71   △71 

土地再評価差額金取崩額 

（百万円） 
          21 21   21 

中間純利益（百万円）           97 97   97 

自己株式の取得（百万円）               △2 △2 

自己株式の処分（百万円）     △0 △0       0 0 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

（百万円） 

                ― 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
― ― △0 △0 ― 47 47 △1 46 

平成18年8月31日残高 

（百万円） 
5,310 1,327 3,182 4,510 1,080 258 1,338 △34 11,124 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価  
差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年2月28日残高 

（百万円） 
260 △217 42 11,120 

中間会計期間中の変動額     

剰余金の配当（百万円）       △71 

土地再評価差額金取崩額

（百万円）  
      21 

中間純利益（百万円）       97 

自己株式の取得 （百万円）       △2 

自己株式の処分（百万円）       0 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

（百万円） 

△17 △21 △39 △39 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△17 △21 △39 7 

平成18年8月31日残高 

（百万円） 
242 △239 3 11,127 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項    目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１ 資産の評価基準及び

評価方法 

たな卸資産 

商品(除く生鮮食品) 

売価還元法に基づく原

価法 

たな卸資産 

商品(除く生鮮食品) 

同左 

たな卸資産 

商品(除く生鮮食品) 

同左 

 商品(生鮮食品) 

最終仕入原価法に基づ

く原価法 

商品(生鮮食品) 

同左 

商品(生鮮食品) 

同左 

 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法 

有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 
 子会社株式 

移動平均法による原価

法 

子会社株式 

同左 

子会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市場

価格等に基づく時価

法（評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市場

価格等に基づく時価

法（評価差額は全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算末日の市場価格

等に基づく時価法

（評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原

価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償却

の方法 

有形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数及び残存

価額については、主に法

人税法に規定する方法と

同一の基準によっており

ます。 

また、取得価額が10万円

以上20万円未満の減価償

却資産については、３年

間で均等償却をしており

ます。 

有形固定資産 

    同左 

  

  

有形固定資産 

同左 

 無形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっ

ております。 

ただし、無形固定資産の

うち自社利用のソフトウ

ェアについては、社内に

おける利用可能期間(５

年)に基づく定額法によ

っております。 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

 長期前払費用 

均等額償却によっており

ます。 

なお、償却期間について

は、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっ

ております。 

長期前払費用 

同左 

長期前払費用 

同左 

 



項    目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ております。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

 賞与引当金 

従業員の賞与支給に充て

るため、支給見込額のう

ち当中間会計期間に対応

する額を計上しておりま

す。 

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

従業員の賞与支給に充て

るため、支給見込額のう

ち当事業年度に対応する

額を計上しております。 

 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末に

おいて発生していると認

められる額を計上してお

ります。 

数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

（15年）による定額法に

より、発生の翌期から費

用処理をすることとして

おります。 

退職給付引当金 

    同左 

  

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末におい

て発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

(15年)による定額法によ

り、発生の翌事業年度か

ら費用処理をすることと

しております。 

  
 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支給に

充てるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計

上しております。 

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金支給に 

 充てるため、内規に基づ 

 く中間期末要支給額を計 

 上しておりましたが、平 

 成18年５月の定時株主総 

 会をもって退職慰労金制 

 度を廃止し、これまでの 

 在任期間に応じた役員退 

 職慰労金の贈呈を決議い 

 たしました。 

 当中間会計期間末におけ 

 る役員退職慰労引当金残 

 高は、当該決議以前から 

 在任している役員に対す 

 る支給見込額でありま  

 す。      

役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支給に

充てるため、内規に基づ

く要支給額を計上してお

ります。 

 債務保証等損失引当金 

関係会社の債務保証等の

損失に備えるため、当該

会社の財政状態の実情を

勘案して必要額を計上し

ております。 

債務保証等損失引当金 

同左 

債務保証等損失引当金 

同左 

 



項    目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

４ リース取引の処理方

法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

５ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のた

めの基本となる重要

な事項 

消費税等の会計処理につい

て 

消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理につい 

て    

     同左 

消費税等の会計処理につい

て 

     同左 



会計方針の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

─────── (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準) 

当中間会計期間より「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17年

12月９日)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日)を適用してお

ります。 

従来の資本の部に相当する金額は、

11,127百万円であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

      ─────── 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」(平成16年２月13

日 企業会計基準委員会 実務対応報

告第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割を販売費及び一般管

理費に41百万円計上しております。 

───―――   「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」(平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号)に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割を販売費及び一般管理費に

82百万円計上しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度末 
（平成18年２月28日） 

※１ グループ預け金 

親会社（相模鉄道㈱）を核と

した相鉄グループ内の資金を

一元化し、効率的に活用する

ことを目的として相鉄ビジネ

スサービス㈱（親会社の全額

出資会社）に対して預け入れ

た額であります。 

※１     同左 ※１     同左 

※２ 有形固定資産から控除した減

価償却累計額は21,309百万円

であります。 

※２ 有形固定資産から控除した減

価償却累計額は20,946百万円

であります。 

※２ 有形固定資産から控除した減

価償却累計額は21,348百万円

であります。 

※３ 担保資産 

(1）担保に供している資産 

※３ 担保資産 

(1）担保に供している資産 

※３ 担保資産 

(1）担保に供している資産 

投資有価証券 49百万円 投資有価証券 51百万円 投資有価証券 51百万円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

流動負債  

「その他」(預り金) 67百万円

流動負債  

「その他」(預り金) 66百万円

流動負債  

「その他」(預り金) 64百万円

(注) 「前払式証票の規制等に関

する法律」に基づき法務局

へ供託している資産に対応

するものであります。 

(注) 「前払式証票の規制等に関

する法律」に基づき法務局

へ供託している資産に対応

するものであります。 

(注) 「前払式証票の規制等に関

する法律」に基づき法務局

へ供託している資産に対応

するものであります。 

※４ 仮払消費税等と仮受消費税等

は相殺して流動負債の「その

他」に含めて表示しておりま

す。 

※４     同左 ※４     ─── 

５ 保証債務 

子会社の金融機関からの借入

金等に対し次のとおり保証を

行っております。 

５ 保証債務 

子会社の金融機関からの借入

金等に対し次のとおり保証を

行っております。 

５ 保証債務 

子会社の金融機関からの借入

金等に対し次のとおり保証を

行っております。 

㈱相販 50百万円

相鉄フードサー

ビス㈱ 

7百万円

㈱相販 19百万円

   

㈱相販 194百万円

相鉄フードサー

ビス㈱ 

3百万円



(中間損益計算書関係) 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１ うち委託売上高 

11,480百万円 

※１ うち委託売上高 

11,040百万円 

※１ うち委託売上高 

22,651百万円 

※２ うち委託売上原価 

10,103百万円 

※２ うち委託売上原価 

9,701百万円 

※２ うち委託売上原価 

19,923百万円 

※３ 主なものは、当社向け物流セ

ンターの商品運搬手数料であ

ります。 

※３     同左 ※３     同左 

※４ 営業外収益の主なものは次の

とおりであります。 

※４ 営業外収益の主なものは次の

とおりであります。 

※４ 営業外収益の主なものは次の

とおりであります。 

受取利息 14百万円 受取利息 15百万円 受取利息 27百万円

※５ 営業外費用の主なものは次の

とおりであります。 

※５ 営業外費用の主なものは次の

とおりであります。 

※５ 営業外費用の主なものは次の

とおりであります。 

支払利息 143百万円 支払利息 120百万円 支払利息 278百万円

※６     ─── ※６     ─── ※６ 特別利益は次のとおりであり

ます。 

    投資有価証券

売却益 
123百万円

※７ 特別損失は次のとおりであり

ます。 

※７ 特別損失は次のとおりであり

ます。 

※７ 特別損失は次のとおりであり

ます。 

関係会社整理損 4百万円

その他 11百万円

固定資産除却損 119百万円

(内訳)  

建物 64百万円

その他 55百万円

減損損失 37百万円

その他 2百万円

固定資産除却損 29百万円

(内訳)  

建物 0百万円

その他 29百万円

固定資産売却損  23百万円

   (内訳)  

建物 14百万円

その他  8百万円

減損損失 27百万円

関係会社整理損 4百万円

その他 11百万円

固定資産除却損 176百万円

(内訳)  

建物 100百万円

その他 76百万円

※８     ─── ※８  減損損失 

    当中間会計期間において、当

社は、以下のとおり減損損失

を計上いたしました。 

※８ 減損損失 

当事業年度において、当社

は、以下のとおり減損損失を

計上いたしました。 

  

  

 (1)  減損損失を認識した主な資産 

    南瀬谷店の土地建物等 

(1）減損損失を認識した主な資産 

相鉄ムービルの建物設備等 

  

  

 (2)  減損損失の認識に至った経緯 

    営業損益が悪化し短期的な業

績回復が見込まれないことに

より、減損損失を認識してお

ります。 

(2）減損損失の認識に至った経緯 

資産又は資産グループが使用

されている事業の撤退が決定

したため、減損損失を認識し

ております。 

 



  

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 ──── (3）減損損失の金額 (3）減損損失の金額 

  土地 36百万円

建物 1百万円

合計 37百万円

建物 9百万円

その他の有形

固定資産 
17百万円

無形固定資産 0百万円

合計 27百万円

  

  

(4）資産のグルーピングの方法 

店舗及び事業所ごとなど、管

理会計上の区分に従いグルー

ピングしております。 

(4）資産のグルーピングの方法 

店舗及び事業所ごとなど、管

理会計上の区分に従いグルー

ピングしております。 

  

  

(5）回収可能価額の算定方法 

回収可能価額として正味売却

価額を適用しております。 

正味売却価額の算定に当たっ

ては、固定資産税評価額また

は路線価に合理的な調整を行

って算出した金額を使用して

おります。 

  

(5）回収可能価額の算定方法 

回収可能価額として使用価値

及び正味売却価額を適用して

おります。 

使用価値の算定に当たって

は、将来キャッシュ・フロー

を4.5％で割り引いて算定して

おります。 

又、正味売却価額の算定に当

たっては、固定資産税評価額

または路線価に合理的な調整

を行って算出した金額を使用

しております。 

９ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

９ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

９ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 549百万円

無形固定資産 33百万円

合計 582百万円

有形固定資産 476百万円

無形固定資産 33百万円

合計 509百万円

有形固定資産 1,058百万円

無形固定資産 66百万円

合計 1,124百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

 当中間会計期間（自 平成18年 3月 1日 至 平成18年 8月31日） 

 自己株式に関する事項 

 (変動事由の概要) 

 増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

 減少は、単元株式の市場への処分によるものであります。 

  

株式の種類 
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間 

増加株式数（千株）

当中間会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

   普通株式 56 4 1 58 



(リース取引関係) 

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年８月31日現在) 

 子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当中間会計期間末(平成18年８月31日現在) 

 子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

前事業年度末(平成18年２月28日現在) 

 子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  

取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期
末残高 
相当額 
(百万円)

工具器具 

備品 
502 246 255 

ソフト 

ウェア 
8 5 3 

合計 511 252 259 

  

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期
末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 25 6 19 

工具器具 

備品 
555 334 220 

ソフト 

ウェア 
3 2 1 

合計 584 343 241 

取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 

(百万円)

機械装置 25 4 21 

工具器具

備品 
572 296 276 

ソフト 

ウェア 
3 1 1 

合計 602 302 299 

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 99百万円

１年超 159百万円

合計 259百万円

１年以内 106百万円

１年超 135百万円

合計 241百万円

１年以内 114百万円

１年超 184百万円

合計 299百万円

 なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

 なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

 なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 52百万円

減価償却費相当額 52百万円

支払リース料 58百万円

減価償却費相当額 58百万円

支払リース料 116百万円

減価償却費相当額 116百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(１株当たり情報) 

 （注）算定上の基礎 

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１株当たり純資産額 403円32銭

１株当たり中間純利益 １円25銭

１株当たり純資産額 388円68銭

１株当たり中間純利益 ３円42銭

１株当たり純資産額 388円39銭

１株当たり当期純利益 ４円81銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在していないため、記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在していないため、記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在していないため、記載しておりま

せん。 

 １．１株当たり純資産額  

 
前中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年８月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

 中間貸借対照表の純資産の部の合計 

（百万円） 
― 11,127 ― 

 普通株式に係る純資産額（百万円） ― 11,127 ― 

 普通株式の発行済株式数（千株）  ― 28,689 ― 

 普通株式の自己株式数（千株） ― 58 ― 

 1株当たり純資産の算定に用いられた普通

株式の数（千株） 
 ― 28,630 ― 

 ２．１株当たり中間（当期）純利益  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

（１株当たり中間（当期）純利益）       

中間損益計算書上の中間（当期）純利益

（百万円） 
35 97 137 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
35 97 137 

普通株式の期中平均株式数（千株） 28,635 28,631 28,634 



(重要な後発事象) 

   該当事項はありません。 

  



(2）【その他】 

 第64期(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで)の中間配当については、平成18年10月13

日開催の取締役会におきまして、平成18年８月31日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又

は記録された株主または登録質権者に対して、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。 

① 中間配当金の総額 71百万円

② １株当たりの中間配当金  2円50銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成18年11月15日



第６ 【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第63期) 

自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日 

平成18年５月25日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



 独立監査人の中間監査報告書  

 平成17年11月17日

相鉄ローゼン株式会社  

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 三  浦  孝  昭  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 奥  平     隆  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 野  島     透  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている相鉄ロ

ーゼン株式会社の平成17年３月１日から平成18年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年３月１日

から平成17年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、相鉄ローゼン株式会社及び連結子会社の平成17年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



 独立監査人の中間監査報告書  

 平成18年11月17日

相鉄ローゼン株式会社  

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 三  浦  孝  昭  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 野  島     透  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 根  本  剛  光  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている相鉄ロ

ーゼン株式会社の平成18年３月１日から平成19年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年３月１日

から平成18年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、相鉄ローゼン株式会社及び連結子会社の平成18年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

（セグメント情報）の【事業の種類別セグメント情報】（営業費用の配分方法の変更）に記載されているとおり、会社

は営業費用の各セグメントへの配分方法を変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



 独立監査人の中間監査報告書  

 平成17年11月17日

相鉄ローゼン株式会社  

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 三  浦  孝  昭  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 奥  平     隆  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 野  島     透  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている相鉄ロ

ーゼン株式会社の平成17年３月１日から平成18年２月28日までの第63期事業年度の中間会計期間（平成17年３月１日か

ら平成17年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、相鉄ローゼン株式会社の平成17年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年３

月１日から平成17年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



 独立監査人の中間監査報告書  

 平成18年11月17日

相鉄ローゼン株式会社  

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 三  浦  孝  昭  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 野  島     透  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 根  本  剛  光  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている相鉄ロ

ーゼン株式会社の平成18年３月１日から平成19年２月28日までの第64期事業年度の中間会計期間（平成18年３月１日か

ら平成18年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、相鉄ローゼン株式会社の平成18年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年３

月１日から平成18年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 
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